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24．ハイリスク妊婦の早期発見と早期支援方法の検討 
 

      ○石黒 春奈（所属 石川県南加賀保健福祉センター）  

荒田 稔 （所属      同上       ）  

鍛治 芳枝（所属      同上       ）  
１ 目 的  

近年、妊娠・出産に対し強い不安やストレスを抱える妊婦が増加傾向にあるとともに、

妊娠届出をしないために必要な保健指導や健診が適時に受けられないなど、母体や胎児の

健康確保が困難な事例が見受けられる。また未熟児訪問で見えてくる育児環境の問題の中

に、妊娠期に何らかの支援を必要としている事例も少なくない。  

県全体としては、母子保健支援システムにおいて包括的な支援体制が整備されているも

のの、実際の連携場面においては、妊娠期は特にリスクマネージメントが必要な事例の把

握に限界があり、タイムリーな対応ができない場合が考えられる。たとえば、妊娠を身近

な者に伝えられないでいたり、望まない妊娠や経済的事情等で不安を一人で抱え込んでい

たりする場合は妊婦が孤立してしまいがちで、医療・保健部門での情報把握が遅れること

にも繋がる。  

今回の研究では、支援を必要とする妊婦を早期に把握し、妊婦がより充実感ある妊娠期

を過ごすために、さらに母子双方の健康管理と親子が心豊かに成長していくための準備と

して妊娠期に注目し、管内地域におけるこれまでの対応を振り返りながら今後の支援方法

について再検討する機会とした。  

 
２ 研究方法  

１）妊娠届出時期の遅い事例（妊娠 20 週以降）に関する調査  
  管内市町の母子保健担当者に対して、平成 18～19 年度に妊娠届出時期の遅い事例（妊

娠 20 週以降）を抽出し、妊婦の年齢・届出週数・届出が遅れた理由（19 年度分のみ）

妊娠中のストレス要素・市町乳幼児健診参加状況・家族関係等について調査用紙に転記

を求め、支援方法について意見を求めた。  

  調査時期：平成 20 年１月（平成 18 年度分）、平成 21 年１月（平成 19 年度分）  

２）産科医療機関から妊産婦連絡票により紹介された事例に関する調査  
  平成 19 年～20 年度に産科医療機関から保健所へ妊産婦連絡票により紹介があった事

例について、保健師の対応記録から妊娠中の不安内容・産後訪問時の産後うつ病スクリ

ーニングテスト（以下 EPDS）の得点等の情報を用いた。  

３）外国人ママの育児不安に関する調査  

  乳幼児を持つ管内居住の外国人母を対象に育児相談会を開催し、妊娠期も含め育児に

支障を感じたことについて自由記載を求めた。  
  調査時期：平成 20 年 12 月～平成 21 年９月  
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４）管内市町母子保健担当者連絡会等での意見交換  
  事例検討会や管内市町母子保健担当者連絡会において、母子健康手帳交付時の面接方

法やハイリスク妊婦・育児困難事例への対応等について意見交換した。  

  実施時期：平成 20 年 11 月 18 日（安心子育てネットワーク連絡会 参加者：保健師、

保育士等）  

平成 20 年 11 月 20 日（事例検討会 参加者：産科医・精神科医、市町保

健師、産科助産師・看護師等）  
平成 21 年１月９日（市町母子保健担当者連絡会 参加者：市町保健師）  

 
３ 結 果  

１） 妊娠届出時期の遅い事例（妊娠 20 週以  

降）に関する調査  

把握できた事例件数は計 81 件、22 週目が
最も多く 13 件 (16.0%)、産後の届出が 7 件

（8.6%）だった (図１ )。妊娠届出遅延の理由

を聞いた 41件の内、把握できたのは 26件で、

妊娠に気づかなかった 7 件、次いで未入籍・

転入が 5 件、理由を把握していなかったもの

は 15 件だった。  
妊娠中のストレス要素として捉えた項目

別（重複回答）では、厚生労働省「子ども虐

待防止の手引き」（平成 19 年度改訂版）の虐

待にいたる恐れのある要因に挙げてられて

いる項目の内「若年妊娠」「望まぬ妊娠」「未

婚」「家族関係」「多経産」において 69 件
（55.5％）が該当した。  

また妊娠届出時と出産後とで把握したストレス要因の相違を見ると「精神疾患」「父

母の養育能力」「家族関係における問題」は出産後の方がより多く把握できていた (図２ )。 

２）産科医療機関から妊産婦連絡票により紹介された事例に関する調査  

妊産婦連絡票による紹介は実 118 件、その内妊娠期の連絡は 4 件（未婚２件、精神的

疾患２件）、EPDS 得点を基にした産後うつの疑いの紹介は 90 件で最も多かった。  
妊娠を知ったときの気持ちで「嬉しかった」と答えた人のうち、「夫に相談できない・

夫がいない」と答えた人は EPDS 得点が高い傾向にあり、妊娠を「嬉しくなかった・な

んとも思わなかった」人でも夫に何でも相談できる人は EPDS 得点が低い傾向にあった

(図３ )。妊娠期に何らかの不安を把握できた事例は実 52 件（44.1%）で、主な内容は「経

済面」「親族との家族関係」「夫が非協力的・理解がない」などであった (図４ )。  

図１　　妊娠週数別届出数
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図２　　　妊娠届出が遅れた人のストレス要素
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表１　管内市町母子保健担当者連絡会

＜母子健康手帳交付時＞ ＜母子健康手帳交付時＞

＜ハイリスク妊婦への継続対応＞ ＜ハイリスク妊婦への継続対応＞

・相談があれば個別に対応 ・医療機関と必要時連絡を取り、訪問・電話相談実施予定

・若年妊婦、多胎などは必要時保健所へつなぐ ・本人からの求めに応じて個別対応をするが要望がない

表２　事例検討会での専門医からの意見

表３　安心子育てネットワーク連絡会での協議事項

・Ｋ市における子育て支援のための保健部門と保育部門との情報共有システム

・両課において、マイ保育園登録事業（妊婦時から利用できる育児相談、育児見学）を広くPRする

・保健部門では、マイ保育園登録事業を紹介したリーフレットをすでに妊娠届時から出生届時に配付し、利用を呼びかけている

・乳児相談時には、保育士から直接マイ保育園を説明するため、全ての産婦に周知でき、次回の妊娠時での利用が期待できる

・マイ保育園登録事業を進めることで、支援が必要な妊婦や産婦の掘り起こしに繋がり、早期発見が期待できる

・助産師、看護師等が相談者のよい聞き手になれればよいが、知識やスキルがないと患者に振り回されてしまう。カウンセリングとまではいか
ないがスタッフの教育から進めていくことが必要。この部分は行政に要望する（産科医）

支援の現状 今後の課題

・妊娠届出時の面接はできるだけ保健師が実施

・プライバシーの保護に配慮し、相談できる個室へ案内するようにし
ている

・妊娠届出時の面接は一部の地域で保健師が対応するとは限らない

・手帳交付会場により相談場所がオープンスペースとなり、踏み込んだ
相談がしにくい

・育児する環境でないところでズルズルとを強いられる人には、育児が楽しいと思える人や児の成長の喜びを知っている人に、育児を支援して
もらうことがよい（産科医）

・揺れ動く母の身近にいる助産師、看護師等が、ゆっくりと母と関われる時間を持つシステムを地域や医療機関で作っていくと、困難を感じてい
る母は変わってくる（精神科医）

・記載したアンケート結果は出産後の赤ちゃん訪問時に活用、妊婦の心
配事はほとんど記載がない（N市）

・アンケート記入を依頼することで面接がしやすく聞き取りに拡がりが
ある

・定期的にスタッフ全体会議で手帳交付した事例の内、気になるケー
スに対する対応を話し合っている

・未婚者には必要時、子育て支援担当課と対応を相談するなど、内
容により他課と連絡を取る

・外国人には外国語母子手帳、日本語が話せない妊婦には通訳でき
る支援者の連絡先を聞く

図４　　妊娠期の不安内容（複数回答）
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３）外国人ママの育児不安に関する調査  
  外国人ママの育児相談会は希望があった地域において、  

市保健師や栄養士、市福祉課職員、開催地区に居住する外国人が通学する大学や国際交

流センターの通訳の協力を得ながら研究期間中３回開催した。参加者は延べ 10 組。  

妊娠中や育児で困ったこととしては、「言葉が通じない」「手伝ってくれる人、相談で

きる人が側にいない、母国へメールし相談する」「学業継続の不安」などであり、通訳を

介した育児相談会での情報提供は非常に好評だった。  
４）管内市町母子保健担当者連絡会等での意見交換  

  妊婦への支援に関する意見については表１～表３のとおりであった。  

 
４ 考 察  

１）支援を必要としている妊婦の把握について  

 管内市町においては妊娠届出時の面接を実施しており、保健師が対応できなかった場  
合は面接時の自記式アンケート情報を参考に職員間で対応を検討するなど各市町工夫し  

ている。  

妊娠届出時週数が遅い事例については、「虐待にいたる恐れのある要因」の項目と一致  

するストレス要素が多くあったことから「ハイリスク妊婦」として関わりを丁寧にする

必要があると思われる。しかし、現状は妊娠届出が遅れた理由の把握が不十分であった

り妊婦から相談があるまで関わりを待ったりするという対応がみられた。  
また、妊娠届出時と出産後とで把握したストレス要因で相違の大きかった項目「精神

疾患」「父母の養育能力」「家族関係における問題」は妊婦の内面的な個人的要素が強く

妊娠届出時に把握しにくい項目であると思われる。  

産婦連絡票で紹介された事例においては、妊娠期の不安で最も多かった「経済面」に

ついては妊娠届時ではあまり把握できていなかった。  

これらから、支援が必要な妊婦に対して継続的に関わるために、相談対応職員が意識

してストレス要因を探知しその背景に関する情報収集に努めることが重要となるが、事

態の深刻さや担当職員との関係性が影響すると考えると、担当部署だけでは幅広い情報

把握が困難である。  

今後も引き続き、関係機関との連携による情報収集と個別の事例に対する対応を確認

し合う作業が必要であり、併せて相談関係職員の面接相談技術スキルアップに向けた対

応が望まれる。  
２）医療機関、福祉関係機関との連携  

産科医療機関から保健所に紹介される妊産婦連絡票は多くが産婦に該当し、妊婦の事

例は少なかったことから、その理由や保健所に期待する役割など産科医療機関と確認す

る必要がある。今回はこの段階までの検討に至っていないので、今後管内の産科医療機

関から支援を必要とする妊婦へのアプローチについて意見を求め連携体制に活かしたい。 
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福祉関係機関には、生活支援や子育て支援、虐待防止を担当する部門がある。妊娠届

出時の相談においては相談内容により他課と連携をとっていること、保育と保健部門で

妊婦に対する育児支援事業を共有していることなど、市町により対応に多少の差はある

ものの必要な支援体制がとられている。  

妊娠期の主な不安内容にみられた「経済面」や「夫・他の家族との関係」については、

身近な相談者であるはずの家族と不和が生じやすいと推測されることから、これらの不

安要素が見られる場合は、妊婦が家庭内で孤立しないよう、妊娠期からポジティブな子

育てイメージができるよう関係機関全体で配慮することが望ましい。  

 
５ まとめ  

１）妊娠届出時週数が遅い事例については、「ハイリスク妊婦」として関わりを丁寧にする

必要がある。  

２）支援が必要な妊婦を早期に把握し、継続的に関わるためには、相談対応職員が意識し

て妊婦のストレス要因を探知しその背景に関する情報収集に努めることが重要である。  

３）情報把握に困難が生じる事例の場合は、関係機関が相互に連携して情報収集を行い、

事例検討など対応を確認し合うことが必要である。  

４）併せて相談関係職員の面接相談技術スキルアップに向けた対応が望まれる。  

５） 産科医療機関から支援を必要とする妊婦の情報提供やアプローチについて意見を求め、

今後の連携体制を見直す必要がある。  
６）妊婦が家庭内で孤立しないよう、妊娠期からポジティブな子育てイメージができるよ

う関係機関全体で配慮することが望ましい。  
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